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本稿では、学校教育と社会教育の統合の基盤に

地域生活をおいている。生涯学習論は、学校教育

と社会教育の両側面を統合した概念である。統合

論の基盤に、地域生活をおいたことは、生涯学習

論を社会権的市民協同性の論理から公教育論を明

らかにするためである。社会権的市民協同性の論

理とは、社会経済的状況との関連で地域生活を具

体的に明らかにすることである。

本論の社会権は、地域生活との関連をもって展

開するということから、地域の自立的発展の権利

の内容も含んでいる。社会権が市民的自由と矛盾

するものではなく、市民的自由を集団的連帯・自

立のなかでしか実現できないということである。

また、その実現は参加民主主義と協同性という生

涯学習の論理を基盤にするということで、中央集

権の官僚的な国家・自治体機構の論理でない。

本論の地域生活論は、階級・階層論からの国際

化した国家独占資本主義における貧困化と社会化

に即して、地域生活論との関連で公教育が果して

きた役割を学習権保障論から問題にしていく。こ

の研究方法は、実証的な地域研究によっている。

本論の生涯学習論は、ジェルピの抑圧と解放の

弁証法からの生涯教育論から出発しており、ジェ

ルピの生涯教育論を日常的な地域生活の矛盾構造

のなかで実証的に明らかにする方法をとってい

る。しかし、ジェルピの生涯教育論においては、

教育を第一目的としない社会的な教育の役割を重

視することから公教育の社会進歩の意味が充分に
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されていないという問題点もある。本論では、公

教育論の役割を重視する立場をとっている。

本論の生涯学習論は、国際化した国家独占資本

体制における地域生活の矛盾構造、様々 な貧困化

形態の問題状況を克服していくという社会権、発

展の権利の立場からの教育論である。地域生活か

らの生涯学習ということは、地域を基盤として全

面的に発達した人間形成をめざしている。それ

は、地域のみの視野しかもたない閉鎖的、前近代

的な未分化の総合性という意味ではなく、個人の

自由な目的意識性によって形成されていく全面的

発達の可能性をもち、よりグローバル化したなか

での地域での豊かな文化をもった人間形成を意味

している。

地域生活との関連で、教育福祉論から学習権を

展開した業績として小川利夫氏の研究があげられ

る。小川氏は社会福祉と教育の問題関心を社会政

策論的社会教育論のアプローチとして、教育のシ

ピル・ミニマムの問題に、思想史・理念論、制度

論との関係において分析した｡①

本論では、小川氏の理念論、制度論を地域生活

の実証的分析の方法によって発展させる立場をと

った。本論は、地域生活を貧困化論と労働の社会

化・生活の社会化論から農村を中心に実証的に分

析した方法として美士路達雄氏の業績に依拠し

て、生涯学習論的に発展させたものである｡②

そして、農民の主体形成としての論理に農民の

貧困化と資本主義的社会化からの論理を継承して

いる。権利としての公教育の整備も社会権的な側

面ばかりでなく、この論理のなかで位置づけてい

る。そして、公教育が地域生活に結びついてこな

かったことに権利としての教育の発展がないこと

の基盤がある。学校教育の管理主義教育、画一的

な偏差値教育、学校の官僚制も地域生活に根づい

た学校論のないところによる。また、多くの公民

館が一部の余暇時間を多く抱える主婦層にかたよ

って展開されていくことも地域生活に根ざした公

的社会教育の役割が不十分である現象である。

本論での学校教育と社会教育の統合論は、宮原

誠一氏の近代学校の形成による歴史的概念として

の社会教育論を発展させている｡③

つまり、社会教育という概念は学校との関係で

構成されているという立場である。しかし、本論

では、統合論を制度論や理念論からではなく、地

域生活における学校と社会教育の歴史的分析のな

かで明らかにしている。地域生活ということを基

軸に学校と社会教育を分析する方法をとってみる

と、宮原誠一氏の歴史的概念としての社会教育論

だけではみえない民衆の教育の理論が明らかにな

ってくる。それは、地域の生活文化の歴史的継承

性ということから民衆の教育・子育ての論理が浮

かびあがってくる。学校教育以外の教育という論

理だけでは、問題の展開ができなくなってくる。

むしろ、地域の生活文化ということから学校と社

会教育を統合的にみていく生涯学習の論理が泌要

である。

本稿の生涯学習論は、歴史的展開軸をとりわけ

重視したのも宮原誠一氏の歴史的概念としての社

会教育論を発展させるためである。民衆の地域生

活文化と教育を歴史的にとらえるために、近代以

降の地域教育と地域文化の分析のみに限定しない

方法をとった。なかでも地域の歴的な伝統文化を

地域生活のなかで重視した。

この方法をとっていくうえで、和歌森太郎氏の

庶民の精神史、宮本常一氏の民俗学からの庶民の

生活論、真壁仁氏の野の文化論・教育論を地域生

活文化の歴史的継承性から積極的に摂取した。本

論の地域生活論の立場は、生涯学習の体系論を分

析していくためであり、生涯学習論とのかかわり

における地域生活分析である。ここでは、地域の

生活文化的環境ということから、学校、社会教育

施設、スポーツ施設、地域の歴史的伝統的文化、

地域連帯・相互扶助、地域的公共サービスなどを

生涯学習論から問題にしていく。

生涯学習論を分析する方法は様々な側面があ

る。地域生活という側面と絡めて生涯学習論を積

極的に問題にする意味は、教育学、社会学、経済

学、法学、歴史学、民俗学などの総合的な社会科

学の成果をもとに実証的に生涯学習論を明らかに

するためである。地域生活と生涯学習論は、総合

的な学際的研究をめざしているものであるが、本

論では、社会学的方法で、地域社会経済現象との

関連で生涯学習の構造を分析する。

地域住民の学習権の視点は、現実の国際化した
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社会的経済的な存在としての具体的な地域住民の

全生活構造の矛盾を重視して、地域住民の豊かな

文化的な生活保障・向上をめざすための社会的な

基本的人権を強調するものである。そして、住民

の学習内容論を地域生活との関係で構築すること

をねらいとした。そこでは、人間的な発達要求と

いうことから、国家・地域に対して、住民自治的

な面や地域の発展の権利という主体的な学習とい

う意味で、生涯学習という概念を積極的に用い

た。

地域生活と生涯学習を分析していくうえで、地

域民主主義、住民自治という論理と国際化した国

家独占資本の地域支配の対抗の枠組みが基本的に

必要である。それは、地域住民の生活に根ざした

権利としての学習の論理と地域動員・地域支配の

論理からの教化主義的啓蒙活動の論理との違いを

明確にするためである。住民参加ということにお

いても住民動員主義的参加と地域民主主義的参加

とがある。

本論の立場は、住民自治ということから地域生

活と生涯学習を考えている。本論の住民自治論に

おいて農民教育論及び現代資本主義の貧困化論と

社会化論の関係で問題整理した山田定市氏の業績

に依拠して、生涯学習と住民自治論を発展させて

いる｡側

山田氏が提起する住民自治における主体形成

は、単に貧困化克服というだけではなく、社会発

展のなかで不可欠の意義をもつという論理であ

る。また、農民の貧困化のなかで、農業技術の発

達に対応した農民労働力の陶治の問題提起は重要

な視点である。農業労働力の陶治についての社会

的要請ならびに農民の直接的学習要求の高まりの

なかでも教育体制は不十分であるという山田氏の

指摘は重要な論点である。⑤

神田は美士路達雄氏の貧困化論と社会化論及

びく前記の山田定市氏の論理展開から学び、現代

農村の生活構造との関連から、社会発展論と結び

ついた生活学習論を積極的に拙書「現代農村と社

会教育」で提起した｡⑥

ここでは、農民の賃労働者化と安全衛生教育、

農村婦人教育、農民の職業技術教育、農家子弟の

進路問題、農村の消費生活の都市化にみられる社

会教育の課題等を問題にした。この著書では、農

村の住民自治の発展は、資本主義的な生産力発展

のなかで生まれていく貧困化を克服していく学習

権保障と地域民主主義の運動によって達成されて

いくことを強調した。

さらに、高度に発達した資本主義での貧困化の

過程において、社会的な人間の能力の発展が全体

に高まっているにもかかわらず、青年・成人の諸

能力の著しい未熟性問題があり、権利としての教

育それ自身の保障のないことが、貧困化の大きな

指標になっていることを指摘したのである｡、

ところで、地域生活と生涯学習論において、教

育の専門的担い手の面から教師や社会教育職員の

役割の分析は重要な課題である。その専門性は、

豊かな地域文化生活や地域民主主義の学習構造を

長期的な見通しをもってすすめるための地域教育

計画と地域住民の多様な学習要求を協同性の論理

で企画し、組織化するための諸能力の形成課題が

あるからである。学校と社会教育の独自の役割が

あることは否定できないが、地域生活との関係で

学習を組織化するということで共通的な専門性が

ある。

社会教育職員の専門性と学校教育の教職員の専

門性を統一的に切り結ぶ論理は、地域生活を基盤

にした学習権的論理である。地域生活と生涯学習

の視点にたって、はじめて学校教育労働の閉鎖性

と官僚制が克服されていく。社会教育職員が学校

教育と切り結ぶことができないのは、教育公務員

としての公教育労働論を論理的につめていないた

めである。一般市町村行政職員から独自性をもつ

教育労働の専門性をのべるのであれば、公教育と

しての専門的職員論の展開が必要である。

教師の専門性は、教科の能力と同時に、子ども

の発達を子どもの生活実態のなかでとらえる力量

である。さらに、教師の専門性で重要なことは、

多様な父母の教育要求のなかで、教育・子育てを

父母と協同できる能力である。教育の専門性と

は、地域生活とのかかわりでの生涯学習論との関

連が求められている。教育の専門性は、分業化さ

れた専門的労働という側面からではなく、地域生

活ということから学習要求を総合的に組織化でき

る論理を内在させている。
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本論では、以上の視点にたちながら地域学校論

として、地域生活に根ざした学校教育として、貧

困児童問題と就学・発達保障との関連分析、地域

づくりと学校、父母の学校参加論と子どもの生活

実態の関連で分析する。

山田定市氏が指摘するように、教育労働と地域

関連労働との関連のなかで広く教育に関連する労

働を地域生活のなかで位置づけして教育労働を重

層的編成として理解する視点は重要である｡⑧

本論でもこの視点を発展的にとらえている。

この視点を教育労働の独自性の意味を生涯学習

論にある統合的公教育の労働としての論理で重視

している。教育専門労働との関係において公務労

働、協同組合労働、民間企業労働等の地域の生活

との関連労働における教育的関連労働の重層的構

造化の論理展開は、地域生活と生涯学習の内容を

幅広くとらえることができ、公的教育労働の内容

を一層充実したものにしていく役割を果たす。地

域生活の関連労働は、教育労働の学習内容の面か

ら重なる部分も多く、地域教育計画づくりや地域

教育活動としてその協同と連携活動に繋がってい

く。

象にしている。この際に、地域民主主義、住民自

治の視点を基礎にしての村落生活での自治公民

館、町内会・自治会の地域活動、小学校校区の地

域活動の役割を生涯学習論から重視する方法をと

っている。

学校教育と社会教育の統合論において、生涯教

育という概念を敢えて使わず、生涯学習という概

念を使ったことは、国家の教育権の論理としての

教化主義的な教育の誤解を避けるために、権利と

しての教育の主体を重視するということで用い

た。また、地域で生活する住民の学習権の主体性

を分析するために、生涯にわたっての学習の論理

を強調するために生涯学習という概念を用いた。

地域生活を国際化した国家独占資本主義と国民

の生活権との対抗としての分析枠で具体的に地域

に即して総合的にみていくために、農村の地域生

活の分析を中心にして行った。それは、農村の方

が歴史的に村落共同体という継承から地域生活が

より総合的にみられるからである。この方法とし

て、村落構造と社会教育、農村の自立的開発問題

と社会教育の関係を分析した。農村の伝統的な地

団己

詞性ユヘ且藍罵Ｉ国隠化;全国

）召溌

勘唾珍

さらに、一般行政で啓蒙的活

動・教育技術訓練活動や協同組合

労働での教育・組織活動を教育を

主目的とする学習活動のなかで編

成する課題もある。これは、地域

生活と生涯学習という視点から公

教育労働論を労働内容論から整理

していく課題である。公教育労働

論は、公務労働や地域生活関連労

働から独自の専門性をもつ。これ

は、教育における一般行政からの

独立性と権利としての教育の自由

の保障という論理からである。社

会教育職員の配転問題をめぐる市

町村一般行政と教育委員会との人

事交流という矛盾は、社会教育職

員の専門性の内容論の確立の課題

である。

本論での地域生活の範域は、歩

いて行動できる日常的生活圏を対 図１社会権的市民協同性と公教育の関連図

－４－
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域生活を重視することは、復古主義的な共同体に

回帰するための地域再生ではない。それは、地域

生活の歴史的文化性を大切にするためである。

第一章生涯学習研究の方法論

第一節生涯学習論における総合的実証的研究の

方法としての地域生活

人間が豊かな文化的生活を日常的に継続的に享

受する場は、居住する地域社会である。文化的な

地域生活環境の評価とは、衣食住、耐久消費財、

電化製品・車などの基本的な個人の生活手段の充

実と同時に、学校、社会教育施設、保健施設、病

院、福祉施設、スポーツ施設、交通手段、公園な

どの共同的な物質的な生活手段の充実の度合いを

基準にすることが基本的なことである。

地域生活の概念は、市場や財政をとおしての物

質的な価値ばかりでなく、自然環境、空気・水の

うまさ、町並み・文化財などの歴史的文化性、地

域連帯・相互扶助などの豊かな地域的人間関係、

地域的伝統行事のふるさと意識の存在など多様な

価値評価を含む。地域生活論には、多様な価値を

基本にしての地域生活文化論的な視点が求められ

る。

本論の人間的発達の基本的な視点は、社会的諸

関係のなかでの労働の発達を重視している。従っ

て、学校教育や社会教育の統合という生涯学習論

において、地域生活のなかで労働という問題を基

本においてとらえることが必要である。

しかし、大都市の労働者の場合は、ドーナツ化

現象によって居住人口が郊外にうつり、中心部

は、極端に夜間人口が減少していく。つまり、職

場と消費生活の場が大きく分離していく。地域生

活の具体的な場は、その分離のなかで現れてい

る。また、都市郊外には宅地が無計画に進み、生

活環境の充分な整備のない状況におかれる。この

なかで生活関連労働の役割は、地域住民の生活環

境整備要求と並んで、大きな意味をもっている。

・地域生活関連労働は、学校や社会教育の労働、

市町村自治体の労働、地域福祉施設の労働、地域

の医療・保健労働、農協や生協の協同組合労働、

生活関連サービス労働など様々な労働がある。こ

れらの労働者は、職場での民主主義と同時に自己

の労働をとおして、地域生活の向上と密接に結び

ついていく。居住生活の場としての住民自治と職

場としての地域生活関連労働によって地域住民に

奉仕していく労働との統一的担い手が住民運動に

よって形成されていく。地域生活関連労働を重視

したことは、国際化した国家独占資本主義に対抗

する地域労働者の役割が独自にあることを忘れて

はならないためである。

労働者が自己の労働権の主体性の確立として、

職業技術的教育要求と地域生活に責任をもつとい

うことが内在的に統一していくために、労働者教

育と専門的労働としての研究交流の課題がある。

地域生活関連の労働者の労働組合としての地域連

帯の基盤もここにあるのである。ここに、地域生

活関連の労働者としての社会権的要求と地域住民

の市民協同性として統一されていく基盤がある。

それは、生活の社会化というなかで、労働にお

いても自己の専門性ばかりでなく、地域を軸にし

ても総合的な協同性か要求されていく。労働の社

会化ということは、分業の発展による、賃労働者

化、専門性ということばかりでなく、労働者の主

体的な総合性、協同性、連帯・団結性及び参加民

主主義を含んでいる。この場合、労働者の主体形

成において、労働組合の役割が決定に重要であ

り、労働基本権が前提になっていることはいうま

でもない。

労働者の無権利状況は、労働者自身の道徳退廃

ばかりでなく、地域の生活者にとっても地域生活

サービスが専門的に受けられていかないというこ

とで、地域生活権の否定にも連なっていく。現代

の生活の社会化、労働の社会化の状況は、農村に

おいても基本な要求として存在する。農村では、

公共的な事業が積極的に行われているが、生活権

的に環境整備が都市に比して、充分に社会投資が

ないのが現実である。国際化した国家独占資本主

義のなかでは、自己の専門性を生かした地域生活

関連労働者の農村支援の視点が重要である。

ところで、生涯学習の概念は、一生涯の学習と

学校教育の改革という二つの意味をもっていると

している。ひとつは文字どおり「一生涯にわたる
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学習」という意味であり、いまひとつは、そうし

た考えにもとづく教育の改革原理、とりわけ、教

育制度全般の再構成の原理としての学習である。

この教育の統合の論理を小川利夫氏は次のように

整理する。

「この二つの意味はむろん相互に深い関連をも

っているが、いま国際的に多くの議論をよんでい

るのは、前者よりも後者の意味での生涯学習のと

らえ方をめぐってである。元来、生涯学習は生涯
ｆ

教育といわれてきたが、生涯教育はさらに厳密に

は生涯統合教育といわれてきた。そして、その

「統合」の意味が問題とされてきたのである。そ

の際、教育を一生涯にわたる学習の過程としてと

らえる点では一般的な共通理解がみられるが、よ

り具体的に、そうした見地から既存の学校教育と

社会教育、一般教育と専門教育、職業訓練と教

育、さらに、文化と教育、人権と教育および先進

資本主義諸国の教育と発展途上国の教育などを、

どのように統一的にとらえていくかについては、

いまなお多くの論議がみられる。それだけに各国

の教育事情を無視できない｣｡⑨

学校教育と社会教育の統合論は、学習形態や内

容の統合論等教育学的にも多くの課題が残されて

いる。統合論においては、教育制度論でなく、学

習形態・組織、学習内容を具体的に統合のベース

として考えていくために具体的に地域生活との関

係で生涯学習を問題にする。

本論の地域生活と生涯学習を問題にしていくこ

とは、公教育としての学校教育と社会教育の両側

面から地域生活の関連によって統合の論理を見い

だしていくことにある。

ところで、ジェルピ氏の指摘するように、「生

涯教育についての基本的研究は、始まったばかり

である・・・生涯教育は弁証法的な理論にもとづ

いている。それは、絶対的なものではない。たえ

ずそれ自身を批判に委ねばならない｣｡u①

ジェルピは、生涯教育の研究ははじまったばか

りであるとするが、この見方には、生涯学習研究

が多面的側面からのアプローチがあり、また、学

際的領域ということでもあり、その研究方法的な

吟味は大切である。それぞれの研究の方法論が異

なっているならば、共通の議論すら存在しにくい

という研究対象でもある。しかし、研究対象を厳

密に具体的に設定することによって、学際的な研

究も可能になる。その可能性に地域的な実証研究

がある。

生涯学習研究は、実証的な科学的分析から端を

発したものであり、総合的な科学的研究が求めら

れていることを、ジェルピは次のようにのべる。

「生涯教育は、理論的反省と同時に実証的な社

会学的分析から端を発した概念である。・・・わ

れわれは、教師、心理学者、社会学者以外の専門

家から学ぶことによって、生涯教育の概念を豊か

にしていかねばならない。科学者、芸術家、歴史

家、医師、哲学者などさまざまな分野の人々の生

涯教育への貢献は、われわれの思想を豊かなもの

にしてくれる｣｡(u）

さらに、ジェルピは生涯教育の研究の重要性を

「都市と農村、社会諸階級、持てる国と持たざる

国などの矛盾は、生涯教育の領域における重要な

研究テーマである。これらの矛盾を乗り越える時

にはじめて、それぞれの社会における個人的発展

が可能になるのである」として、生涯教育の研究

は、現実の社会経済構造の矛盾を明らかにして、

その矛盾の克服のなかで個々人が人間的に発展で

きる可能性をもつということであるとする｡('2）

生涯教育は、現実の社会経済的矛盾を克服して

いくという未来的志向の可能性をつくりだしてい

くものである。つまり、「生涯教育へ向けての新

しい実践の指針は、新しい社会関係を創出し、人

間相互の個々の関係を豊かなものにし、諸個人が

彼らの運命に責任を持つものでなければならない

し、新しい段階へと飛躍する人間的投企でなけれ

ばならないだろう｣｡('3）

そして、生涯教育は、新しい社会を創出してい

くための学習活動として人間生活のあらゆる場で

実施しなければならないのである。生涯教育は、

「労働の場、家族や情操生活、余暇、政治、文

化、宗教体験、地域生活、市の立つ場、つまり全

環境がわれわれの学習の意義のある場の装置であ

る。・・・生涯教育を分析する者にとって、教育

を第一目的としない構造の分析こそ、研究の中心

的課題に置かねばならない」として、教育を第一

目的とする活動と社会経済的生活における教育的
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役割の関係を問題提起する｡“

ジェルピは、既存の公教育ばかりでなく、公的

な教育機関以外の教育を主目的としないあらゆる

社会経済生活の場や社会的機関、団体、社会的運

動などの人間形成の役割を注目している。目的意

識的な人間発達を働きかけ、自らも目的意識的に

学習獲得目標をもつという教育的営みだけでな

く、生活体験、人間的社会諸関係のなかで自然的

につくられていく人間形成、人間発達め側面を重

視しているのである。

ジェルピにとって、国際的に現代の教育体制は

危機的な状況であるという認識がある。教育体制

の危機の要因は、三つあるとしている。第一に、

情報の革命、産業ロボットの導入、高度の専門的

な技術の体系という生産システムの革新によって

根源的な教育課題をなげかけている。第二に、マ

スメディアの高度化とその教育機能の増大によっ

て、既存の教育体制の遅れが顕著になっている。

第三に、価値観など人々が特殊に求める教育に既

存の教育体制は有効性を失っている｡'５

そして、生涯教育をめぐる現代的課題として、

アイデンティティの喪失を最も大きな問題として

あげている。これは単純に解決するものはでな

く、人々は教育にその真の解決を期待していると

いう。労働者は労働のアイデンティティ喪失に直

面し分断状況にたいして誰からも援助を失ってい

る。日本の経済の発展が第三世界の文化を破壊

し、その結果人々は歴史的に培ってきたアイデン

ティティを喪失しつつある。自然に対するアイデ

ンティティの喪失、男女の役割についてもアイデ

ンティティの喪失などがある｡('6）

ジェルピは、生涯教育論を抑圧からの解放とし

て教育を位置づけ、現代的な社会的な抑圧構造か

らの課題から既存の教育体系以外の社会的な教育

の役割を含めて問題をたてている。ジェルピの指

摘するとおり、教育内容論を考えていくうえで、

現代社会経済構造の抑圧の状況をグローバルにみ

る視点は重要である。

ここでは、生涯教育論の構築において、教育学

的な人間発達論の摂取はもちろんであるが、社会

経済的構造、政治・法的構造、国家的構造などを

分析していく諸社会科学的分野の摂取が求められ

ている。ジェルピ的に社会的抑圧からの解放とし

ての人間的発達の課題として生涯教育をとらえる

理論構築は、人間発達論の教育学的成果を基礎に

しての社会科学の総合的な研究のうえになりたっ

ている。

生涯教育論を社会科学的な総合的な研究として

位置づけていくことによって、生涯教育論の独自

的な公共性をもつ教育の社会現象を分析する課題

を軽視するものではない。つまり、公教育として

の国民的な学習権的機能が、人間的な解放機能の

役割を果たしていくからである。

既存の公的教育機関以外の社会的な人間諸能力

の形成の役割を強調することは、目的意識的な人

間発達を促し、自らも目的意識に学習するという

教育的営為を具体的な社会的、経済的、文化的な

生活との関係でみることである。これは、地域生

活と無縁な教育の官僚制、画一性という公的教育

の矛盾状況の克服の解明になる。

しかし、教育を主目的としない人間諸能力の場

の側面を強調することによって、脱学校論や社会

教育事業の民営化論にみられるように、公教育の

役割を否定するものではない。公教育の条件整備

は、国家・地方自治体の役割であり、ゆとりある

物的な整備と行き届いた教師の配置が不可欠であ

る。国家の教育権にみられるように、公教育の整

備によって教育内容・方法までも国家の意志によ

って規定されるものではない。教育内容・方法

は、本来的に国民の学習権保障から地域生活と教

育の住民の自治に依拠しての公教育の専門家（教

師．社会教育専門職員）によって行われていく。

公的教育の歴史的役割と貧困化した社会的な層

にたいする学習権保障は現代の国家独占資本主義

の様々な貧困化現象で益々重要性をもっている。

この保障は公教育論なくして実現できない。生産

現場における技術革新に対応した労働の教育的機

能、労働運動や社会運動の教育的な機能のみによ

って決して解消するものではない。

ジェルピはユネスコの生涯教育の責任者とし

て、1985年にユネスコ成人学習権宣言の起草メン

バーに加わり、その宣言は、第四回国際成人教育

会議で満場一致で採択した。ユネスコ学習権宣言

は、学習権を最も基本的な人権として、生存権的
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な権利にとって不可欠な概念としている。

そして、人類の重要な問題解決のための最善の

貢献のひとつとしている。学習権は、人間的な発

達と同時に、その人間的な発達の内容は、未来志

向的に文化をもった人間として生きていくという

文化的な生存権の問題と不可欠に結びついてい

る。つまり、学習権の内容論は、文化的な生活の

論理のなかにある。

ユネスコ成人教育会議が採択した学習権は次の

ようにのべている。

「学習権は、生き残るという問題が解決されてか

ら生じるものではない」「学習権は、人間の生存

にとって不可欠な手段である」「世界の人々が、

食糧の生産やその他の基本的な人間の欲求が満た

されることを望むならば、世界の人々は学習権を

もたなければならない」「女性も男性も、より健

康な生活を営むとするなら、彼らは学習権をもた

なければならない」「わたしたちが戦争を避けよ

うとするなら、平和に生きることを学び、お互い

に理解し合うことを学ばなければならない」「学

習権なくしては、農業や工業の躍進も地域の健康

の増進もなく、そして、さらに学習条件の改善も

ないであろう｣。学習権は生存権そのもののなか

にあり、食糧問題などの人間の基本的欲求実現、

健康で生活する要求、平和を望む要求のなかにあ

るとユネスコ学習宣言は強調する。ここでは、生

活課題、平和課題、地域課題という問題解決その

ものの過程のなかに学習権が存在するという見方

である。

さらに、ユネスコ学習権宣言の学習内容の構造

は、読み書きの能力をあげ、それを身につけるこ

とによって現実の生きる世界の問題を問い、創造

していく能力の育成をあげている。そして、自分

自身の世界を読みとり、未来をつくりあげていく

という歴史をつづるように生きる権利を意味して

いる。このためには、あらゆる教育の手だてが必

要であり、それは、個人的にも集団的にも力量を

発達させる教育内容であるとするのである。ユネ

スコ学習権宣言はこの問題を次のようにのべる。

「学習権は、読み書きの権利であり、問い続

け、深く考える権利であり、想像し、創造する権

利であり、自分自身の世界を読みとり、歴史をつ

づる権利であり、あらゆる教育の手だてを得る権

利であり、個人的・集団的力量を発達させる権利

である」「学習権なくして人間的発達はありえな

い」（国民教育研究所訳)。

本論において、生涯学習論を地域生活文化と関

連分析していくことは、ユネスコ国際成人教育会

議で採択された「学習権」宣言の精神を地域のな

かで論理的に構造化していくためである。そこで

は､，人間的発達としての学習権とともに、生存権

…の不可欠の概念としての学習権を具体的に地域的

に明らかにするためである。

ところで、社会的、経済的及び文化的発展とい

うことからの生涯学習の必要性については、ユネ

スコの1976年の「成人教育の発展に関する勧告」

のなかで次のように明示されている。「その属す

る社会によって成人と見なされている者が、能力

を伸長し、知識を豊かにし、技術的若しくは専門

的資格を向上させ又は新しい方向に転換させ、並

びに個人の十分な発達並びに均衡がとれ、かつ自

立した社会的、経済的及び文化的発展への参加の

二つの観点からその態度又は行動を変容させる組

織的教育過程の全体をいう」「成人教育は、すべ

ての人がその生涯を通じ、個人的発達の面及び社

会的活動との関連の双方において進歩するための

能力及び決意を有することに依拠すべきである」

（文部省訳)。

さらに、ユネスコ成人教育の発展に関する勧告

では、生涯学習は、現行の教育制度の改革と総合

的な教育の体系であり、この体系において自己の

教育を推進することとしている。

「「生涯教育及び生涯学習」とは、現行の教育

制度を再編成すること及び教育制度の範囲外の教

育におけるすべての可能性を発展させることの双

方を目的とする総合的な体系をいう。この体系に

おいて男性及び女性は、それぞれの思想と行動と

の間の不断の相互作用を通じて、自己の教育を推

進する」（文部省訳)。

宮原誠一氏は、東京で開かれた1972年のユネス

コの第三回世界成人教育会議の力点に成人教育の

民主化と教育的無権利の状態の克服ということ

で，成人教育と社会改造との関係が全面にでてい

たとしている。そして、「総合」の推進のために
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もまず必要とされるものは、青年というよりもる。
「若い成人」を先頭とするおとなの力であり、生

涯学習における「統合」の起動力のひとつとして第二節生涯学習と地域生活環境における社会権
成人教育の改造がのぞまれるとしている。パブリ的市民協同性
ツク・エデュケーション（公教育）はパブリック

（公衆）のエデュケーション（教育）からはじま近代的市民権から教育権の考えが生まれたこと
るということが、あらためて強調されてよい。勤はいうまでもないが、本稿では、資本主義の形成
労大衆を中心とする国民の教育権の立場から、既過程で生まれていく自由権からの抽象的な一般市
存の成人教育の体制が改造されなければならない民的な教育権ということからではなく、資本主義
と指摘している｡u7）

が高度に発展した国家独占資本主義というなかで

勤労大衆を中心とする国民教育の創造と地域。の社会的・経済的矛盾、現代の様々な形態の貧困
職場に根ざすという宮原氏の見方は、重要な視点化という現実の問題状況を具体的に地域生活のな
である。勤労者の立場から既存の教育体制を総体力､で克服していくための学習権を重視した。それ
として否定して教育改革をしていくのであるが、Ｉま、抽象的な市民的自由としてのことから具体的
この場合によい伝統とあたらしい芽を生かすといな人間的自由と平等を実質化していくための社会
う継続性の側面と創造的な側面を統一していくこ権としての学習課題を明らかにする問題意識にた
とは大切なことである。地域生活という場合によっている。ここでは、自由権と社会権を単純に対
い伝統が歴史的に蓄積されていることを忘れては立する概念としてとらえているのではないという
ならない。とくに、地域文化的な側面は、歴史性ことから社会権的市民協同性という概念を積極的
を強くもっている場合が多い。労働ということにに用いて、生涯学習論を構築した。
人間の発達の本質を宮原氏はみいだしていること社会権的市民協同性の概念は、資本主義的な弱
も特徴である｡('8）

肉強食的競争と官僚制のなかで孤立化と地域生活
地域生活の内容には、社会的諸関係のなかでのの無政府性の大衆化状況を克服していく市民協同
労働との関連での生活過程も入る。社会的諸関係性を意味している。その克服は、大衆化状況のな
のなかでの労働の発達は、人間の自由な意識活力､で、資本主義的な矛盾に対する社会権的実現の
動、計画性を発達させ、人間のより高い目標をっための自発的結社、自治的集団形成を要求してい
くりあげていき、相互扶助や協同の場面を頻繁化る。地域生活ということからは、個人の人権を基
してきた。これは、人類の歴史であった。より礎としての古い共同体的なものではなく、自発的
個々人の意志をたえまなく自由にしていく過程精神のもとに高次の地域集団的形成を要求してい
は、自己表現能力、コミュニケーション能力、社る。この地域集団形成は、個々の地域住民の目的
会的諸関係のなかでの参加・自治能力、科学的知意識性によって成立し、独自に地域民主主義形成
識の習得等の過程である。のための人間的な諸能力の形成を意味している。
現代の日本における地域生活において、労働とこれには、学校教育や社会教育をはじめてとす
消費という人間の全生活過程が具体的にみえるのる地域民主主義形成のための公的教育の保障が必
は農林漁業を生活の糧とする農林漁村である。ま要である◎いうまでもなく、公的教育機関によっ
た、都市でも自営層や中小・零細企業で働く層にて、地域民主主義の形成の能力がすべて形成され
地域での労働が具体的に見えてくるが、大企業でるものではない。教育的機能を目的としない社会
働く労働者層を中心にして、労働と消費が大きく経済的な生活が、人間的発達の役割を果たしてい
分離して行き、地域生活のなかで労働がみえにくることが数多くある。目的意識的な人間発達をめ
ぐなっているのが現実である。本論では、農村をざす生涯学習は、高次の地域集団形成を不可欠に
中心にしての地域づくりという視点で、労働の人しているが、成人教育の保障は地域生活との関係
間発達の役割を地域のなかでみていくものであでの高次の集団形成の絶えざる保障が求められて

－９－
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いる｡('9）

人間の協同生活が地域破壊、競争社会、官僚制

社会のなかでアナキー的状況にたいして、権利と

しての生涯学習を確立していくためには、地域を

生活の拠点としていくための住民自治意識や地域

住民の相互扶助・連帯が不可欠である。

過疎化や環境の破壊という地域的問題状況のな

かでは、地域の発展的権利という基本的人権が求

められる。この発展の権利は、人間の発達という

ことを中心的に、個々の人権が実現していく範囲

としての集団的な人権の概念である。

地域の生活環境整備には、地域の環境問題、公

衆衛生、社会福祉、社会保障、文化・スポーツ施

設、社会教育施設、学校など日常的な地域生活圏

のなかの生活権の充実保障がなくてはならない。

シビル・ミニマムという発想は、地域の生活圏の

レベルに即して、はじめて具体化されていくもの

である。生涯学習の条件整備は、地域のシビル・

ミニマムまたはコミュニティ・ミニマムというこ

ととの関係で地域生活の基本的な環境整備の保障

のなかで実現される。これらの地域的施設の管理

運営においても住民参加民主主義による住民自治

的な課題が含まれている。

ところで、新植民主義と多国籍企業という国際

化のなかでの発展途上国や発達した資本主義での

都市と農村の著しい格差による農村の貧困化にた

いする発展の権利という視点から地域住民の学習

権の内容構造を明らかにすることが求められてい

る。

発展の権利の概念は、1986年の国連総会決議と

して出されたものである。それは、発展途上国か

ら積極的に提起された新しい人権概念であり、環

境権、平和への権利、人類の共同財産の所有権と

いう個人の人権が実現しうる範囲を決定する集団

的人権ということで、全住民、国家、公的、私的

団体等の協力を要するという意味で連帯の権利で

ある。

現代においては、社会的経済的な階級的・階層

的な矛盾としての問題ばかりでなく、過疎化、地

域破壊、環境破壊、民族的文化の侵害、新植民地

主義による社会経済的自決の否定、戦争と抑圧に

よる破壊など個人の人権を実現しうる集団的な人

権による発展の権利という人権の概念が必要にな

っているのである｡(20）

地域生活という概念を問題にする場合は、単

に、人間の消費過程の生活ということを意味する

だけではない。労働過程ということを意識しての

地域生活を問題にする視点をとっている。消費過

程そのものを扱う場合においても労働ということ

に結びついたものである。

人間が目的意識性をもつということは、自然と

社会に対する変革性と社会的諸関係のなかで生き

るということであり、それは、人間の共同・協同

的社会性を伴うものである。この場合においても

労働が規定している．人間の社会的存在のなかで

の労働観から人間の発達をみることは大切なこと

である。いうまでもなく、労働の発達との関係で

人間をみるということは、人間の発達のすべてを

説明したことにはならない。人間の発達の社会

的、経済的、歴史的な側面からみた場合に、この

視点は重要性をもつということで、人間のもって

いる固有の身体的・生理的発達、情操的・感性的

発達を軽視するものでは決してない。人間は、目

的意識性をもっていることが本性であるが、労働

過程の目的意識性が人間の諸能力を発展させてき

た。

この目的意識性と結びついて主体的に人格をも

った人間的労働ということでは日本の地域生活の

伝統的な仕事という概念のなかにみることができ

る。つまり、仕事唄（共同作業のなかで人間的文

化をもっての仕事をしながら歌う唄）、仕事師

（巧みに事業を計画して、経営する人、やり

て）、仕事算（仕事を主題とする算術の応用問

題、共同で仕上げるための算術）など日本の古来

より仕事に関しての人間的主体の能力的な内容論

が含まれている。

生活と労働が空間的に近接していて、日常的な

生活圏のなかにそれが統一している歴史段階にお

いては、地域生活という概念のなかで労働をみる

ことができるのであるが、現代においては、職場

と居住生活の距離的分離によって、地域生活とし

ての労働の場が見えなくなっていることが特徴で

ある。このことは家族生活や地域生活という面か

らの人間的な疎外現象が生まれていくのである。

1０－
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労働する人間にとっては、極端に、家族、地域生

活が失われていく。

地域生活のなかで、人間の本性としての自由な

目的意識的活動を発達させていくことは、学習が

不可欠である。学習とは適応的な能力の形成だけ

ではなく、人間的な自由の意識的活動の発展であ

ることを意味している。それは、人間としての創

造的なものが根底にある。この人間的な自由の意

識活動の形成を具体的な地域生活とむすびつけて

の学習を問題にしていくのである。人権としての

学習権の意味もここにあるのである。

人間的存在であるということは、地域生活のな

かで人間としての知恵の継承と創造であった。伝

統的な地域社会にとって、そこで創られ継承され

てきた知恵は生存権でもある。地域的財産に知恵

は大きな位置を占めてきた。村落共同体における

年令階梯制のなかに知恵を継承・発展させていく

典型をみることができる。「学び」ということ

は、学問することと、知識をつけるということと

同時に、生活体験のなかでまねごとをして、生活

によって知恵をつけていくという意味が含まれて

いる。

近代以前の村落共同体において、子どもを育て

るということは、一人の人間として生きていくと

いうことであり、一人前ということが大人になっ

たということを意味するのである。一人前になっ

ていくことは、村のなかで仲間になっていく、村

の一員になっていくことであり、一人前の労働力

と家族をもつことができることである。

このためにはむらの合意形成の学び、自治の学

び、むらの行事の学び、共同作業の学び、男女の

関係の学び、世代間のルールの学び、田植え、山

仕事など仕事に関する技と経営を学んでいく。村

の若者組、娘仲間、子どもの組、古老の昔話しの

伝承組織などの一人前にしていく教育的役割は大

きい｡《2'）

地域生活ということで、農村を取り扱うことは

歴史的に地域生活をみることが容易にできる。そ

れは、現代の地域生活においても歴史的な事象が

伝統的な地域文化として残されている面があるか

らである。

都市においても伝統的な地域組織として地域網

1１

羅的な町内会などが残されている。町内会は、農

村的な村落共同体的な伝統のうえに地域の生産と

生活組織として歴史的に形成されてきたものでは

ない。

それは、封建的な階層を地域居住にもたせたと

いう都市形成を基盤として、日本の明治以降の絶

対主義的な天皇制の地域組織としても再編されて

発展してきたものであり、翼賛的な軍国主義的な

地域組織として機能したという歴史的性格をもっ

ていた地域網羅的生活組織であった。

しかし、生活組織という側面があることから地

域相互扶助的機能をもっていたことを忘れてはな

らない。封建的な階層性のもとに居住地域が指定

されていたが、同一の階層内での地域的なまとま

りをもっていたのである。近代的な都市の形成

は、資本主義の発展による都市が生まれていく。

資本主義の発展による都市形成が巨大化すること

によって、生産の場と居住の場が大きく不離し

て、生活的な地域組織がなく、地域生活の無秩序

状況がつくられていくのである。

都市におけるアナーキ性は大衆化状況として

個々の日常生活における孤立状況がつくりだされ

ていく。そこでは、目的意識的な地域生活づくり

がないかぎり地域生活は存在しないのである。農

村においても人口の都市への流出、通勤兼業化、

農業の商品化の促進によって資本主義的な都市化

現象が生まれ、伝統的な地域網羅組織が大きく揺

らいでいるが、現代において完全に解体したわけ

ではない。

現代における地域生活は地域のみによって自己

完結できるものではなく、多くは全国的な資本・

流通、国家的な政策・支配、国際的な面というこ

とが地域の生活のなかに現れているのであり、地

域生活ということを狭く地域完結的にみるもので

は決してなく、地域を基盤に生活の日常的な生活

文化を重視するための生涯学習の構築の地域生活

論である。

資本主義の発展と矛盾による資本の論理は、地

域を越え、国境を越えていくが、資本に対抗する

生活の論理は、人権と生活権を基本に人間的に生

きていこうとして、地域生活文化を守り、創造し

ていくのである。地域生活とは、本質的に文化的
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なものである。生活権のなかには、文化的なも

の、豊かな人間的な関係を含み、単に生理的な生

存を意味していない。

人間的に豊かに生きるということは、文化的で

あるということと豊かな社会的な存在としての人

間関係をも含む。文化的な生活とは、文明、科

学・技術の発展としての生産力的な恩恵の視点か

らの物資的・便利性の豊かさの生活の享受ばかり

でなく、資本主義的な競争や管理主義のなかで人

間的な相互扶助的な結びつきとしての連帯心、人

間的な関係のやすらぎが求められる。

そして、人間の文化的な再生産、自然と人間の

共生、人間の精神的な豊かさのなかで伝統的な文

化の問題も重要なことである。これらは、地域生
活という概念のなかに包含されていくものであ

る。つまり、地域ということを基礎にしなけれ

ば、それらは日常的に達成していかないからであ
る。

地域生活のなかで、大衆的な理性の発展なくし

て民主主義の発展はない。地域生活での理性の内

容も社会の発展と複雑化によって高度になってい

る。その理性の内容は、社会権と地域の発展の権

利という自発的意識のもとでの高次の集団形成、
協同性のコミュニテゼィがある。国家独占資本主

義、多国籍企業化という国際的な独占資本主義の

管理、大量生産・大量消費という生活様式の多様

化、価値の多元化という社会の複雑化とともに、

また、科学技術の著しい発展により国民的な教養
としての科学的な認識の社会的要求の水準が高ま

っているなかで、地域生活としての現代的理性が
求められている。

第三節日常的生活圏での住民自治と生涯学習論

地域生活という内容論のなかには、住民自治の

概念を当然ながら含む。地域の住民自治の形成
は、地域民主主義の不可欠の要素であり、そこに

は、住民自治という主権在民の根本的原理が含ま

れている。この住民主権を地域民主主義の形成と

して実質化していく過程は、住民の様々 な地域機

関、地域組織への住民参加民主主義であり、その

ことによる住民の自治的能力の発展である。社会

権的、発展の権利という生涯学習には、地域生活

との関係で住民の自治形成能力、地域民主主義の

形成に貢献する学習課題を含んでいる。

現代の生活様式は全国的に画一ではなく、都市

と農村ではその生活形態は大きく異なる。また、

地域によっても文化性が異なる。地域の文化性と

自然環境のなかで地域生活がなりたっている。現

代の多様な地域生活文化を尊重するということ

は、地域住民の生活文化のニーズを尊重して、生

活権の保障をシビル・ミニマムという発想からコ

ミュニティ・ミニマムという論理の展開を意味し
ている。

生活権の範囲は、日常的な生活圏域としての地

域である。地域生活という場合は、市町村自治体
としての地域、地方の文化圏、地方の経済圏とし

ての地域概念を問題にすることもある。本論の地

域生活は、日常的な生活圏を重視している。日常

的な生活圏も車社会によって、その範域が拡大さ

れており、機能的にも様々 なレベルがあるが、歩

いて行動する生活圏を基本にしている。

地域生活に根づいた生涯学習論として、伝統的

文化性と歴史性を理解していくために農村の村落
生活における文化と教育の役割を重視することが

必要であるが、しかし、このことは、村落構造が

歴史的にもってきた支配権力構造の末端的地域組

織の面と生産・生活機能的側面とは別である。

とくに、社会権市民協同性としての人権概念や

地域の発展の権利を重視していくためには、近代

の地域民主主義の発展のなかでつくられてきた個

人の自由を尊重した市民的権利を基礎による住民

自治の発展の論理が不可欠である。この地域民主

主義の能力形成のためには、地域生活を全国的、

国際的ななかで位置づけていくことであり、地域

の閉鎖的な意識の脱皮が必要である。その意識の

脱皮のためには、地域の生活権の運動においても

日常的生活の枠を越えての国際的な交流、情報化

の発展ということの視点からの見方が大切であ
る。

ところで、日常的な地域生活において、農村の

部落・自治公民館等の村落構造はいかに位置して

いくのであろうか。この問題を日本の農村の住民

自治、地域民主主義を考えていくために、戦前か
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らの部落会の機能の断絶と継承の問題が大きくあ

る。戦後の農村の公民館の出発においても、戦前

の絶対主義的天皇制における軍国主義国家体制の

権力支配の地域支配の機能を果たした部落会との

断絶の解明の問題は大きいのである。

農村の実際生活における公民館を考えていくう

えで、部落・区段階の自治公民館の役割は大き

い。自治公民館は、社会教育法では公民館類施設

として位置づけられている。農村においては、伝

統的な地域網羅組織としての部落会・区会の地域
活動施設となっている。

日本の近代学校の成立過程における教育令は、

学制とちがって村落共同体を基盤に学区制をたて

たという歴史的特質性をもつ村落共同体を国家の

末端の支配機構に組み入れていくことと国家主義

的な教化的イデオロギーの教育を実施していくう

えでも村落共同的機能を積極的に利用したという

歴史的経緯がある。

村落共同体を基盤とする学区制は、農村住民の

地域組織として積極的に機能してきた。小学校を

中心とする地域住民のアイデンティティがつくら

れてきたのである。しかし、村落共同体の自然村

的「自治」機能や入会林野等の共有財産的機能の

存在は、学区制の機能がストレートに国家の支配

的教化主義機能に果たしたわけではない｡“

現代において、地域民主主義の確立や社会権的

市民協同性の生涯学習論として小学校の学区制を

単位とする住民自治の諸能力の形成問題は大きな

課題である。日本の農村においては、部落・自治

公民館の住民自治的生涯学習的機能が大きかっ

た。

９０年代の現代の農村における自治公民館の関係

を考察していくうえでも、戦後の部落会の廃止問

題をめぐる地域民主主義の克服がどうであったか

は、それぞれの地域の民主主義の歴史的伝統を考

えていく基本である。部落会の地域網羅組織は、

軍国主義の翼賛体制に深く組み込まれ、国民総動

員体制に機能したのである。戦後の地方自治確立

を国民の生活レベルで考えるならば翼賛的な地域

網羅組織としての部落会の廃止が決定的に重要で

あった。戦後の農村民主化のなかで地主制の解体

と同時に行政の末端機構としての地域網羅組織の

廃止が大切な地域民主主義の課題であったのであ

る。地域によっては、戦前的な部落会の廃止にも

かかわらず町村行政の部落駐在員制度・区長制度

を設けて、かつての部落会長的機能を維持してい

るところもめずらしくない。

部落の地域単位に婦人会や青年団の社会教育関

係団体をつくっていくことも戦後にみられた農村

社会教育活動の特徴であった。戦後初期の農村に

おける公民館活動の役割が、地域民主主義、住民

自治の発展、権利としての生涯学習ということで

も戦前との軍国主義的な翼賛体制に利用された部

落会の克服問題を抜きに地域民主主義の問題は語
れない｡(23）

日本の義務教育としての小学校の形成において

も農村での部落共同体を基盤とした学区制の意味

は大きい。そこには、伝統的な共同体的な「自

治」的側面と国家の地域支配的機能としての学区

制を利用していくということと二面性を含みなが

ら学校は地域生活と深い関係をもっていたが、教

育の住民自治という学校をめぐる地域民主主義は

なかった。

この意味では、戦後の農村における公民館活動

における翼賛主義的な部落会廃止問題と共通の課

題があった。戦前における学校の地域生活とのか

かわりにおいて、学校後援会的組織ばかりでな

く、社会教育関係団体も大きな位置を占めていた

のである。教育の住民自治ということは、学校を

めぐる民主主義の問題ばかりでなく、学校教育と

社会教育・成人教育の統合論としての生涯学習論

として重要な課題である。

ところで、農村では、伝統的には日常的な地域

生活圏として、村落共同体が基礎単位であった

が、都市では、スプロール現象やコミュニティモ

ラルの欠如というアナキー性のなかで、小学校区

は様々なレベルの日常生活圏のなかでの住民自治

的なまとまりの単位として大きな意味をもってき

ている。

大都市における生活の孤立化、アナキー性の克

服として個々の生活要求に基づいての様々な運動

と学習の組織は大きな役割をもつ。これは、生活

機能的な地域の機能集団としてのまとまりになり

やすい。都市の孤立したなかで、これらの機能集
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団が、さらに、地域の自治的な集団組織として発

展していくことが課題となっていくが、地域の生

活の共同手段の整備の基礎的な地域として小学校

の校区の役割が大きくなっている。子どもが歩い

て行ける生活圏の範囲は、高齢者にとってもその

範域が生活圏の基本であり、そこでの文化的な生

活に必要な環境条件整備が求められている。

子どもや高齢者の生活ということからは、気軽

に歩いて行動する生活圏での地域住民のまとまり

が地域の住民自治の単位であり、広域した市町村

自治体は、生活の論理からみるならば住民の福祉

増進の基礎的な社会的自治単位にならない。豊か

な文化的な福祉増進をめざしての都市住民の自治

の基礎的連帯単位として小学校の校区の意味がで

てきている。つまり、地域の日常的生活に根ざし

た生涯学習の基礎単位として学校区の意味も考え

られる｡“

校区公民館を生涯学習の拠点として積極的に活

用しているひとつの事例として鹿児島市をあげる

ことができる。鹿児島市では、５９の全小学校校区

に校区公民館を建設している。一般的な基準は、

２階建てで延べ面積162平方メートルである。校

区によって、市の校区公民館建設とは別に地域住

民が自ら経費をだして独自につくっている校区公

民館も存在する。鹿児島市では条例の地区公民館

の管轄として校区公民館が作られている。

それぞれの校区公民館の活動は、地区公民館の

事業のなかで位置づけられているのであるが、地

区条例公民館の分館的機能として運営されている

かというと、その位置づけもあいまいであり、実

態は、教頭が校区公民館主事を兼ねるなど学校と

しての管理の側面が強くでている。しかし、生涯

学習の地域単位として、地域住民の気軽なグルー

プによる学習活動として小学校の校区公民館があ

ることを軽視するものでは決してない．

公民館の設置は社会教育法によって地域社会の

生活に密着した実際生活に即する教育、学術及び

文化に関する事業、健康の増進、情操の純化、社

会福祉の増進に寄与することを目的としたのであ

る。この目的をきめ細かに達成するために分館を

設けることができるとしている。1959年の社会教

育法改正のなかでだされた「公民館の設置及び運

営に関する基準」では、公民館の対象地域を当該

市町村の通学区域、人口、人口密度、地形、交通

条件、社会教育関係団体の活動状況を勘案して定

めるとして、日常生活圏の設置を奨励している。

この理念からするならば、小学校校区単位での日

常的な生活圏との関連で綴密な社会教育活動が求

められているといえよう。

校区公民館は、当初は学校の施設を利用しての

学習活動が独自に校区公民館としての館をもつよ

うに発展したものである。鹿児島市には、８つの

地区公民館があり、それぞれ公民館長、社会教育

主事を配置しているが、校区公民館は、地域の住

民と学校の代表による運営委員会を設けている。

運営審議会の委員長は、町内会長が半数近く占

めており、校区の連合町内会の自治活動の機能を

果たしている面も地域によっては強い。学校長が

運営委員長を努めているのは、１割程である。教

頭が校区公民館の主事をしている場合が多い。設

置と管理は市力漬任をもち、直接な管理を学校に

委託し、運営は地域住民によって行っているとい

うしくみである。

校区公民館での学校の管理的側面が強くなると

地域住民の利用が減り、ところによっては、市の

建てた校区公民館とは別に、地域住民による自主

的な地域公民館の活動を独自に展開するところも

ある。鹿児島市の八幡小学校校区は、歴史的に空

港騒音問題で地域住民運動が起きたところであ

り、空港問題が解決した後も地域振興会として地

域住民組織は継続されたのである。この地域振興

会は、町内ごとにくまなく組織された地域ぐるみ

の組織になっている。ここでは、住民独自の校区

公民館建設をして、校区の学習活動を職員を自ら

雇い積極的に展開しているのである。

現在は、鹿児島市で暴力団追放運動や非行防止

の地域ぐるみ運動に先頭になっている地域でもあ

る。中学校で学校が荒れるなかで地域の父親を中

心にしての運動をいち早く展開した校区でもあっ

た。

鹿児島における校区公民館では、校区を中心に

しての地域住民自治の単位になり、住民運動とし

ての地域連帯の単位になっている場合もある。そ

して、地域生活に根ざした生涯学習に小学校校区
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を単位にしての校区公民館が機能しているのであ

る｡(2s）

地域の生活の共同手段としての保育所・小学

校、地域の共通の生活関心としての子育て・教育

は大きく、子どもをとおしての地域的なまとまり

の形成がされやすくなっている。さらに、高齢者

にとっても歩いていける生活圏ということで小学

校校区の役割が都市においては大きいことを見落

としてはならない。

小学校の校区は学校教育と地域という側面ばか

りでなく、地域住民の基礎的な住民自治の単位と

して、現代の都市において注目されている。小学

校の校区が住民自治の単位として、歴史的に機能

してきたのも農村の小学校校区であり、この意味

からも農村の小学校の校区の分析は重要である。

とくに、現代においても僻地の小学校では、その

実態が残されているのである。

いうまでもなく、農村の小学校の校区の自治

は、個々の住民の自由意志を尊重しての近代的な

市民としての住民自治的なものでは決してない場

合が多い。しかし、現代都市的なアナキー的な生

活状況ではないことは重視しなければならない。

ところで、学校の再生においても校区の住民自

治の役割がある。現代の学校は、管理主義問題、

体罰問題、偏差値教育問題、おちこぼれ問題、い

じめ問題、不登校問題など様々な矛盾をもってい

る。この矛盾を抱える現代の学校の再生をしてい

くうえで、教育の住民自治の役割は大きい。この

教育の住民自治の論理の構築には、生涯学習論の

視点が大切である。教育の住民自治ということ

は、父母の教育要求の多様性と現実の父母の生活

の多様性から生活に基づく教育の参加民主主義が

必要であり、そのなかから教育をめぐる地域の

様々な階層、父母と教師の協同性を構築していく

ことである。

ここには、地域生涯学習としての教育計画が求

められている。生涯学習論において、教育の専門

職と地域住民の学習要求との関係を明らかにして

いかねばならない。学習権の保障ということは、

教育の条件整備ばかりでなく、教育の専門職の配

置がなければ実現しない。

学校の再生ということは、教育の住民自治とい

うことが不可欠であるが、このなかで教育の専門

職のかかわりが必要である。教師の専門性は、分

業化された特殊な専門的職業ではなく、地域の生

活と子どもの生活を理解し、広い教養に基づく人

間の発達論の知恵と技量をもっていなければなら

ないのである。

現代の学校の再生ということでは、学校の官僚

制の克服が大きい。この官僚制の克服には、学校

の管理運営の民主化があるが、この民主化には、

教育の住民自治が基本にある。教師の専門性の確

立は、父母の教育要求を、地域の教育要求を協同

性の論理で計画できる能力を含むものである。こ

のためには、教師自身も専門化集団としての自治

能力が要求されている。

教育の住民自治は、住民自身の参加民主主義に

よる地域住民の生涯学習の計画化を不可欠にして

いる。教師は、この地域住民の生涯学習の計画の

参加を専門集団として参加していく場合に、生涯

学習の統合論という視点からの社会教育職員のか

かわりが重要である。この統合論の基盤に地域生

活があるのであり、教育の住民自治においても地

域生活と密接不可分に結びついているのであ

る｡(26）

日常的生活圏における教育の住民自治を現行の

社会教育の制度のなかで充実してくために、市町

村の社会教育委員と公民館運営審議委員の果たす

役割は大きい。社会教育委員は、市町村の社会教

育に関する諸計画をたてて、社会教育にかんする

助言をし、職務を遂行するために必要な調査研究

をすることができるが、社会教育委員が現実に機

能しているかというと有名無実になっている市町

村も少なくない。

これは、社会教育委員の選出の問題点と委員の

教育委員会からの委嘱の権限、社会教育委員を補

佐する専属する職員の配置問題、予算規模の問題

がある。社会教育委員の選出において教育の住民

自治の視点からみるならば、二号委員の役割が大

きいが、各社会教育関係団体において選挙、推薦

のしくみが住民の学習エネルギーを反映していく

ような住民主体的なものになっていないことが大

きな原因である。

公民館においても公民館運営審議会が社会教育
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法から義務づけられているが、その機能を社会教

育委員と同時に機能していない。公民館運営審議

会は、公民館における各種の事業の企画実施につ

き調査審議するものであるが、この機能が発揮し

ていないことは、公民館での権利としての学習権

保障が学習者の受け身と個人としての学習の保障

の領域を越えておらず、個々の学習要求を民主主

義的に組織化する自発的集団学習になっていない

現状が大きい。

公民館としての学習プログラムを住民に提供す

るということで、住民自ら集団形成して自治的に

学習を企画する体制づくりがなされていないこと

に起因する。教育の住民自治という制度的しくみ

は社会教育において、社会教員と公民館運営審議

会があるが、この委員会を住民の学習権から民主

化していくことが当面の大きな課題である。

教育の住民自治形成の制度的な問題点の本質

は、市町村教育委員会の実質的な住民主権の民主

主義的な確立であることを忘れてはならない。生

涯学習として学校教育と社会教育の統合論から

は、制度的な教育委員会、学校制度の民主化が課

題となっている。

現状の制度のなかでは、住民の直接請求権、住

民監査請求権、請願権・陳情権、議会傍聴権、情

報公開権などの住民主権の制度を生かした教育住

民運動の活用があり、そのなかから教育の住民自

治の新たな参加方式を条例的につくりだしていく

課題がある。教育行政の官僚制化や学校の管理主

義教育が問題にされるなかで、オンブスマン制度

した公教育の苦情処理のしくみも新たな方法とし

て問題にしていく課題がある。

今橋盛勝氏の提起する教師の苦情処理制度．審

査機関の設置は、父母の学校教育の苦情問題の解

決として意味をもつものであるが、教師の専門性

の尊重、教育の自由・学問の自由の尊重、教育機

関の民主主義が前提に、その制度が機能しなけれ

ばならない。ＰＴＡの民主化の課題も父母と教師

の子育て・教育に関する協同性として大いに意味

のあることである。

これらの教育制度の民主化運動において、制度

が一人歩きするものではなく、地域の生活と密着

した住民の権利としての学習権保障としての公的

教育のあり方が基本にあることを見落としてはな

らない。この意味で、生涯学習と住民自治という

ことでも地域生活論的学習権が基本にあるのであ

る｡(27）

図２教育施設と生活関連施設の重層構造を利用

第四節地域生活に根づいた生涯学習論における

公教育の意味

公教育論は、学校教育の論理ばかりでなく、社

会教育の領域を含めて、生涯学習と地域生活とい

う論理から深めていく課題がある。公教育とは、

実際生活に即する、地域住民の社会権的市民協同

性による学習権の保障という公共性の論理を本論

では深める。

公共性ということは、共同の利用・学習活動と

いう集合性・組織性を含んでいる。それは、国

家・自治体及び公的教育機関によって提供される

目的意識的な人間発達のための活動であり、専門

的な教育労働と教育施設によって保障されるもの

である。公教育は、公立学校教育の活動ばかりで
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なく、私立学校、社会教育の活動を含んで、公の

性質をもつ教育活動であることはいうまでもな

い。国民的に学習権を保障していくことは、国

家。自治体の公共的な機能の大きな一つである。

私立学校は、財団法人という設置者主体の違いで

あり、国家。自治体の教育の条件整備的役割は変

わるものではない。日本の教育基本法・学校教育

法・私立学校法において、私立学校を含めて、法

的に公の性質として、学校を規定していることが

大きな意義である。

私学の自主性ということから学校経営の管理運

営の主体は、財団にあるが、公共性を高めていく

ということで私学の国家助成が制度化されたもの

である。そして、教育基本法の民主主義・平和主

義、人権の尊重という教育の目的と学問の自由・

自発的精神の尊重・実際生活に即するという教育

の根本方針は公立学校と同じである。学校教育も

社会教育も公教育ということでは統一された概念

である。貧困化層をも含めて国民全体に学習権を

保障していくことは、公共的な機能の重要な要素

である。

公共的な機能とは、負担の増減によってサービ

スの受益を差別・排除されるものではない。あら

ゆる人々に平等に、公平の原理によって生活サー

ビス機会を提供することである。この基本理念

は、教育基本法の教育機会の均等にもあらわれて

いる。それは、実際生活に即して、自発的精神と

協同のためにということから多元的な価値を含

み、学習の組織化も学習者の主体性を本質にして

いるものであり、教育内容の画一性ではない。ひ

としく、その能力に応ずる教育を受ける機会をあ

たえられたということは、多元主義的な価値と自

発的学習の組織化ということからの教育機会の均

等であり、教育内容と方法の画一性ではないこと

を忘れてはならない。

学校教育では、経済的理由等による修学困難な

者に対する方策としての就学援助制度、奨学金制

度等がある。社会教育では、あらゆる機会、あら

ゆる場所を利用しての自らの実際生活に即する学

習権保障が問題となってくる。それぞれの立場か

ら公教育としての共通性をみた場合に、その異質

性の現実の検討が公教育の原理構築との関係で問

題になってくる。授業の出席は当然の前提とされ

る学校教育であるが、社会教育の講座は前提にな

らない。むしろ、その日常的な組織化の目的意識

性が課題となる。教育内容の管理が学校教育で

「常識」とされていることが、社会教育として

は、受け入れられないことがあるが、それは、社

会教育の特殊性ということでかたづけられない問

題である。社会教育と学校教育の共通項としての

公教育論から問題を深めていく課題であるのであ

る。生涯学習という視点から学校教育と社会教育

を見直していくことは、公教育の原理を構築し、

それぞれの教育の現状を見直すことにもなる。

ところで、生涯学習という概念が、日本におい

て政策的に体系的にだされてきたのは臨時教育審

議会であった。ここでは、生涯にわたる学習機会

の整備と学校教育の改革ということで教育改革の

課題として生涯学習の体系論がだされてきたので

ある。その施策は、青少年の教育の場として家

庭、地域、学校の役割とそれぞれの連携化、総合

化がだされた。生涯にわたる学習機会の整備とし

て、高等教育機関等の学校の積極的活用、生涯学

習を進めるまちづくり、マスメディアの積極的活

用、社会教育関連施設とのインテリジェント化、

民間の教育・文化産業の活用、各省庁の各種の学

習活動との連携などがうたわれた。成人の学習機

会の保障として社会教育行政が担ってきた条件整

備から政策的に大きく領域の拡大がみられたので

ある。

生涯にわたる学習の内容論として労働力政策に

対応しての職業能力の総合的な開発策がでてい

る。これは、公的職業資格制度を見直し学歴社会

から資格社会へと移行していく施策である。さら

に、ボランティア活動を進める学習や高齢化に対

応した学習などの地域や社会との問題解決的な学

習が強調されたのも特色であった。臨時教育審議

会の生涯学習体系施策は、公的な教育ばかりでは

なく、民間の教育産業の意味を強調しているのも

特徴的である。

小川利夫氏は、臨時教育審議会の生涯学習体系

政策を三つの特質と課題があると指摘している。

第一に現代の技術革新に即応する労働力政策の一

環としての生涯学習の体系化であり、第二に、教
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育の場が利潤追求の市場となることであり、第三

には、まちづくりとして上からの教化網の危機管

理政策の色彩が強い生涯学習体系とするのであ

る｡<280

ところで、現代の教育改革論において、教育の

自由化や脱学校論が公教育のアンチテーゼとして

だされている。この公教育否定論による民間活力

が現代の教育改革の特徴としている。これは、新

保守主義・新自由主義の教育理論である。それ

は、フリードマンの「選択の自由」論にみられる

ように新自由主義経済学論者や脱学校論者のイリ

イチなどにみることができる。フリードマンは、

アダム・スミス的な個人主義的自由競争の復帰を

提唱し、学校については、財政援助を廃止し、非

国営化によっての選択の自由を主張する教育の自

由化論である。「学校教育の非国営化は親にとっ

て利用可能な選択の範囲を広げるであろう｡｣(29）

「学校教育において大いに必要とされているの

は、もっと設備を拡充し、もっと高い給与を支払

ってより良い教師を集めるための資金の増加であ

るということが広く主張されている。これは誤っ

た診断であるようにおもわれる。学校教育に費や

される資金額は、わが国の総所得の伸びをはるか

に上回って、異常に高い率で増加してきた｡｣‘30）

さらに、イヴァン・イリイチの「脱学校の社

会」論にみる義務制の老朽化、公教育の投資の浪

費論から教育市場を活用してのコンピューターに

よるネットワーク化、民間の教育産業による教育

の再生論である。「学習の目標がもはや学校や学

校の教師によって支配されないならば、学習者の

市場ははるかに多様なものとなり、「教育用の加

工品」の定義はそれほど狭いものとはならないで

あろう。・・・ネットワークのために必要となる

専門的職員は、教師というよりも多分に、管理

人、博物館案内人、あるいは参考図書館員のよう

なものであろう｣｡(3'）

これらの議論は、現代的な国家独占資本主義の

中央集権的官僚機構の肥大化や浪費の矛盾、公的

教育の官僚的なしくみを指摘することはできる

が、資本主義的矛盾の発展による貧困化に対応し

た公共の福祉の確立としての公的な教育の重要性

には結びついていかない。公共の福祉としての生

存権の不可欠の要素としての学習権の保障は、民

間によって、代替えされるものでは決してな

い｡“

生涯学習体系を国家独占資本主義からの貧困化

からの生活権を守っていく人間的自立諸能力をめ

ざす国民の学習権保障の論理からみるならば公的

な学習の保障が必要であり、その制度的、条件的

整備が求められている。現代は国家と独占資本が

癒着している社会経済構造であり、自由主義経済

体制でない。

このなかで自由な市場経済の原理を強調するこ

とは、多くの国民を独占資本に対する裸の状態を

つくり、弱肉強食の競争の論理がおおいかぶさっ

てくることである。自由な競争の原理の思想をう

ちたてた18世紀の古典的な自由経済学者のスミス

すら、国家の公共的な事業と公共施設の重要な機

能としての教育を積極的に位置づけている。

「分業が進展すると、労働によって生活する

人々のはるかに大きな部分、すなわち人民の大き

な集団の業務が、きわめて少数の単純な作業に、

限定されるようになる。・・・おろかで無知にな

るのが普通である。かれの精神の麻揮によって、

かれは、どんな理性的な会話をたのしむことも、

それに参加することも、できなくなるだけでな

く、どんな寛大、高貴あるやさしい感情をもつこ

ともできなくなり、その結果、私生活のふつうの

義務についてさえ、それらのうちのおおくに関し

てなにも正当な判断を形成することができなくな

る。・・・文明化した商業的な社会では、一般民

衆の教育は、おそらく、いくらかの身分と財産の

ある人々の教育よりも、公共の配慮を必要とす

る」。(33）

資本主義の発生期の自由経済においてすら、ス

ミスの提起のIこように、多くの大衆の無知や堕落

が進み、公教育の役割が強調されていたのであ

る。資本主義的な社会経済状況の矛盾を直視する

ならば、階級・階層的な視点からの公教育の役割

を重視する必要がある。

ところで、生涯教育の考えかたは、200年前の

フランスの市民革命のなかで、すでにうちだされ

ていた。近代学校の形成において、学校の地域的

役割として、青少年の教育と成人の教育と二本だ
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て構想としていたのである。

フランス市民革命の代表的な公共教育論者であ

るコンドルセは、生涯教育体系の考え方をもって

いた。1789年のフランス大革命の後、革命政府の

教育計画をたてたかれは、公教育を人民に対する

社会的責務として、革命政府の重要な課題とした

のである。つまり、教育の不平等は、専制政府の

主要な源泉のひとつとしたのである。子どもの教

育と成人の教育とに区分の必要性をのべ、生涯学

習を強調していたのである。公教育の内容を普通

教育、共同の利益と個人の幸福のための職業教

育、科学教育と３種の教育をあげているが、これ

らは子どもの教育ばかりでなく、成人に対して、

一生を通じて行う必要を指摘している。

「教育はすべての年齢にわたって行われるべき

であること、年齢によって、学習が有益でなかっ

たり、可能でなかったりするようなことがないと

いうことを、かつまた、子ども時代の教育が非常

にせまい範囲に局限されたものであったために、

それだけますますその後の時期の教育が必要であ

るということを認めたのである。社会の貧困な階

級が、今日、無知の状態に沈潜している主要な原

因の一つも、またここに存するのである」（34）

コンドルセは、成人の教育を青少年時代の教育

の成果を継続させるためにその必要性を力説して

いる。そして、成人教育の目的を成人の権利や幸

福のために、成人が自ら決定できるようにするた

めに必要であるとのべる。

成人の教育は、「成人たちに、かれがしられば

ならぬ事実を教え、かれの権利や幸福に関係のあ

る討議を承知させ、かつ成人たちが自ら決定する

ことができるために必要な援助をかれに提供する

ことに目的とするものでなければならない｡｣“

このコンドルセの指摘は、市民的な民主主義の

実現と近代的市民としての自己決定ができる知識

の習得をのべている。そして､成人教育の機関を

学校におき、教師が日曜日ごとに公開講義をする

ことを提唱している。

「教師は日曜日毎に公開講義を開催するであろ

うが、これはあらゆる年齢の国民が出席すること

ができる。この制度によって、われわれは、初等

教育では与えることができなかった必要知識を、

青年たちに授与する手段をもつことになる。・・

全生涯を通じて教育を継続すれば、学校で習得し

た知識が、きわめて急速に記憶から失われていく

ことは防がれ、有益な活動力が精神の中に保持さ

れることとなろう。また、人々は、どうしても知

っていなければならないような新しい法律や農業

に関する研究成果や、経済の方式を教えられるで

あろう｡｣"）

小学校や中学校などが成人教育の重要な場とな

り、そのために、学校の教師は日曜ごとに地域の

成人にむけての公開講義をしなければならないと

コンドルセはのべているのである。成人教育とし

て独自に教育機関をつくるのではなく、公的な教

育機関としての学校が成人教育を担うことを強調

している。つまり、近代学校制度の形成におい

て、大きな影響を与えたコンドルセの公教育論に

おいて、学校という概念のなかに成人教育機関と

しての役割が包含されていたのである。

日本においても近代学校制度としての義務教育

機関として、小学校が地域の子ども達の皆学制的

役割を担っていく過程のなかで実業補習学校の制

度化にみられるように地域の青年教育機関として

の役割を果たしていくのである｡《37）

小学校は地域の農村青年の農業教育、及び農業

研究的な側面をもっていた。社会教育行政が独立

していくのは、大正期末期からであるが、その機

能も学校教育機関から全く独立して展開していく

ものではなかった。たとえば、青年団を中心とし

た団体主義的な社会教育的指導機関の形成は学校

教育機関から分化していく過程として現れていく

のであるが、青年層に典型にみられるように、地

域の教化的な役割として、学校から全く切り離す

ことができなかったのが、日本の戦前の社会教育

行政の特徴でもあった｡《38）

日本の社会教育行政を公教育論としてみていく

場合は、近代学校制度の発展との関係で問題をた

てていくことが必要である。青年．成人教育は、

地域の生産や地域生活と深い関わりをもち、統治

形態、支配的イデオロギー、法、道徳、軍事的側

面など単純に教育機関的な論理ばかりでない。

それは、教化主義的な側面からも学習権な側面

からも教育行政以外の他の行政との関係を深くも
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つ。青年・成人教育の整備においては、学校を中

心とした公的な教育機関の発展と青年・成人教育

機関の分化としての面ばかりでなく、公的な教育

機関の論理以外の行政的な論理からも強い要請が

でていくのである。日本の社会教育行政の成立過

程では、この二つの側面から問題をたてていくこ

とが必要である。

ところで、生涯学習論は、コンドルセの指摘す

る近代的な市民的な権利としての学習権の把握ば

かりでなく、資本主義の発展と矛盾による様々な

問題に対応して社会権的な権利における教育の役

割としての意味がある。

ここでの公教育は、国家の教育権ではないこと

はいうまでもない。公的な教育が画一化し、全国

的に標準化し、一層官僚制が進んでいくのはなぜ

か。教育の自由化論や脱学校論のように公教育を

否定する論がでてくる背景はどこにあるか。ここ

には、国家独占資本主義の財政問題が根底にあ

る。つまり、教育と福祉などの公共性的部門に公

費削減の論理がある。

このような背景をもった、脱学校論にたいし

て、資本主義的貧困化と公教育が果たしてきた学

習権保障を対時する意義は重要である。公的な教

育が内容論的に地域生活と結びついて展開してこ

なかったことに画一化、官僚制の本質がある。教

育の官僚制に対する具体的な克服過程は、教育の

住民自治の確立であり、公的教育における住民参

加による教育の地域民主主義の確立である。

近代学校による国民教育としての義務制の発展

は、国民大衆に目的意識的な教育ということの学

びということに科学的な認識と結びつく方向性を

もつことがより可能になる。知識をもって、自己

の意識の理性的なふるまいの人間集団は一部の特

権的な社会層ではなく、大衆的に理性的な認識が

発展していくのである。

教育における科学主義という普遍的原理を教え

ていくことは地域における生活との結合によって

子どもの将来の生活に実質的に生きた科学主義に

なる。偏差値教育は、学校教育を将来の選抜主

義、立身出世主義に利用している受験的科学主義

による「学力」競争主義にある。学校教育の内容

論は、このことによって地域生活から一層分離し

ていったのである。これと同時に教科書の検定や

日の丸・君が代の強制による教育の国家主義と平

行して地域生活の遊離に拍車が掛けられていく。

生涯学習という発想を学校教育改革と結びつけ

て考えるならば教育の科学主義をより生活と結び

つけることが求められる。つまり、生涯学習とい

う発想に地域生活という論理がはいらなければ学

校教育を子どもの学習権保障、将来の地域住民の

学習権保障にならない。

一生涯にわたる学習という意味と学校教育を中

心とした教育の改革を考えることは、地域生活論

と結びつくことによって実現していくことであ

る。新自由主義、脱学校論による論理では、国民

の学習権保障からの中央集権的官僚制、管理主義

的な偏差値教育、画一教育の学校の克服にはなら

ない。地域生活論と結びつけて考える権利として

の生涯学習論こそ、国民の学習権論的な民主的な

教育改革が可能となる。

教育内容において科学の成果を子どもたちに教

授するという教師の論理でなく、子どもの生活か

らの学習要求としての科学主義が求められてい

る。子ども中心的な学習論は、生活主義が必要で

ある。科学主義的な教育と子どもの将来の生活と

しての主権者として創造的な人間に育てていくこ

とが求められ、また、将来の職業教育の課題もあ

る。

中等教育として職業教育は大きな課題である

が、これが、偏差値教育に歪められていることも

学校教育の荒廃をもたらしている大きな要因であ

る。職業教育は、単なる技術的な訓練や知識ばか

りでなく、職業観、職業の自己発見、自己決定へ

の認識なども含む。

それは、具体的な職業との関連、体験的な面、

地域の職業的な生活とは不可欠になっている。生

涯学習のなかで青年や成人の職業教育の課題が大

きく課題にされているのは、先端産業などによる

技術革新やリストラなどによる労働施策との関係

は無視できないが、しかし、学校教育における職

業教育の軽視のなかで生涯学習施策のなかで問題

にされてきているのである。

とくに、中小・零細企業に就職していく若年労

働者層にとってこの問題は大きい。いわゆる学校
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教育において、おちこぼれ、低学力としてレッテ

ルをはられ、将来にたいして充分な展望や夢を与

えられてこなかった青年が多いからである。これ

らの青年は企業教育のなかで、職場の人間関係の

なかで、労働組合のなかで、新たに能力を身につ

けて人間的に成長、自立している姿を数多くみる

ことができる。

圧

（１）小川利夫「社会教育研究40年」名古屋大学

教育学部紀要（教育科学）第36巻23頁～
２６頁参照。

（２）美士路達雄選集第３巻「労働者・農民運動

論」109頁～237頁。第２巻「農民教育・生

活論」２８頁～32頁参照。

（３）宮原誠一教育論集第２巻国土社、１２頁～
１４頁参照。

（４）山田定市「農民教育論」経済評論社、121頁

～143頁、168頁～184頁参照。

（５）前掲書、177頁。

（６）拙書「現代農村と社会教育」高文堂出版参
照。

（７）拙書「地域社会教育論」３０頁～37頁。

（８）山田定市・鈴木敏正編「社会教育労働と住

民自治」筑波書房、２７頁～39頁参照。

（９）前掲書、２頁。

(10）ジエルピ・前原泰志訳「生涯教育」東京創
元社４４頁。

(11）ジエルピ・前原泰志訳「生涯教育」東京創

元社38頁。

(12）ジエルピ・前原泰志訳「生涯教育」東京創
元社、２６頁。

(13）前掲書、２９頁。

(14）前掲書、３５頁～36頁。

(15）Ｅ・ジエルピ、海老原治善編「生涯教育の

アイデンティティ」エイデル研究所、６頁

～８頁参照。

(16）前掲書、１６頁。

(17）宮原誠一編「生涯学習」東洋経済新報社

1974年、７頁。

(18）前掲書、９頁～１０頁。

(19）拙著「地域社会教育論」鹿児島学術文化出

－２１

版1995年、１１頁～１６頁参照。

（20）松井芳郎「経済的自決の現状と課題一発展

の権利に関する宣言を手がかりに－」「科

学と思想」1988年．７月号、150頁～173頁
参照。

(21）拙書「地域社会教育論」129頁～139頁参
照。

(22）拙書「学校再正論の礎石」、152頁～160頁
参照。

(23）拙書「地域社会教育論一部落・自治公民館

と住民自治一終戦後の部落会廃止問題と公

民館制度誕生期を中心にして－｣、145頁～

162頁。（ここでは、地域民主主義の確立に

おいて、翼賛体制的な行政末端機構の部落

組織の克服課題を分析しているので参照)。

(24）拙害「地域社会教育論」２３頁～24頁。

(25）拙書「地域学校論一第七章鹿児島市におけ

る校区公民館の実態について－」153頁～

166頁。

(26）拙書「地域学校論一第一章学校の再生と教

育の住民自治一」９頁～28頁参照。

(27）拙書「地域学校論」186頁～187頁参照。

(28）小川利夫「いま、なぜ生涯学習なのか」日

教組教育改革推進委員会研究協力者会議編

「現代生涯学習読本」エイデル研究所、８

頁。

(29）Ｍ・フリードマン・熊谷尚夫・西山千明・白

井孝昌訳｢資本主義と自由」マグロウヒルブ

ック社、103頁。

(30）前掲書、106頁～107頁。

(31）イヴァン・イリッチ・東洋・小沢周三訳

「脱学校の社会」、155頁。

(32）書著「学校再生論の礎石」高文堂出版、

114頁～139頁参照。

(33）スミス・水田洋訳「国富論下」河出書房新

社、201頁～202頁。

(34）コンドルセ・松島鈎訳「公教育の原理」明

治図書、132頁。

(35）前掲害、４３頁。

(36）前掲書、134頁～135頁。

(37）拙書「地域学校論」７１頁～99頁参照。

(38）拙書「地域社会教育論」６３頁～70頁参照。




